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１　積立金額の推移
（単位：億円）

積 立 金

厚生年金 国民年金 合 計

（億円） （億円） （億円）

昭和３６年度 5,659 305 5,964

４０ 14,415 1,946 16,361

４５ 44,202 7,271 51,473

５０ 122,869 19,221 142,090

５５ 279,838 26,387 306,225

６０ 507,828 25,939 533,767

平成２年度 768,605 36,317 804,922

３ 839,970 43,572 883,542

４ 911,340 51,275 962,615

５ 978,705 58,468 1,037,173

６ 1,045,318 63,712 1,109,030

７ 1,118,111 69,516 1,187,628

８ 1,184,579 78,493 1,263,072

９ 1,257,560 84,683 1,342,243

１０ 1,308,446 89,619 1,398,065

１１ 1,347,988 94,617 1,442,605

１２ 1,368,804 98,208 1,467,012

１３ 1,373,934 99,490 1,473,424

１４ 1,377,023 99,108 1,476,132

（注１）厚生年金の積立金は特別会計の積立金であり、厚生年金基金の代行部分は含まれていない。

（注２）平成１３、１４年度の積立金には年金資金運用基金への寄託分を含む。
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○年金を給付する財源は、

保険料収入 積立金の
取崩し

積立金の
運用収入

国庫負担＋ ＋＋
① ② ③

○人口構造の変化と積立金の役割

人口構造が安定している場合は、保険料
収入で給付を賄うことが可能

高齢者

現役世代

少子化傾向が継続する中で、一定の給付
を確保しようとする場合は、斜線部分の補
強が必要

高齢者

現役世代

①保険料率引上げによる保険料収入の増加　　②積立金の運用収入の充当
③保有している積立金の取崩し（これにより②は減少、積立金がある期間のみ）

２　積立金の役割について
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３　年金積立金の運用方法

厚生労働大臣

年金資金運用基金

寄託

【新たな仕組み（平成１３年度から）】 【以前の仕組み（平成１２年度まで）】

厚生大臣 旧資金運用部

旧年金福祉事業団

委託

信託等の民間運用機関

預託

借入れ

委託

信託等の民間運用機関
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４　運用方法の決定過程

　　社会保障審議会
　（年金資金運用分科会）

※金融・経済・年金の専門家、
　　保険料拠出者の代表

　　厚生労働大臣（方針の策定）

○運用の基本方針、株や債券の資産構成の方針の決定

　　　年金資金運用基金（管理運用業務の実施）
　
　　　　○民間運用機関の選定・入れ替え、委託額の決定　
　　　　○運用状況の把握、運用結果の評価

民間運用機関（信託、投資顧問）

諮問

答申

年金積立金の寄託、指導監督
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５　資産構成方針に基づく運用

国内債券　６８％

　外国債券　　７％

　短期資産　　５％

　国内株式　１２％

　外国株式　　８％

国内債券　８３％

（財政融資資金）

　外国債券　　２％
　短期資産　　５％

　国内株式　　６％
　外国株式　　４％

国内債券　５５％

　外国債券　　９％
　短期資産　　２％

　国内株式　２１％
　外国株式　１３％

　　【資産構成の方針】

　　　　（２０年度末）

【移行期の資産構成】　（１５年度末）

○年金資金運用基金の
　市場運用部分

○運用資産全体

預託分は平成２０
年度末までに全額

償還される

（市場運用）

（財投債引受）
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年金資金運用基金の 市場運用
  

   

 

 

 

注）　網掛け部分は「年金積立金」、太枠線部分は年金資金運用基金の運用資産。

 

　①平成１４年度　年金積立金の運用資産の運用結果

預託金利子収入　３兆２，９６８億円（運用利回り２．７５％）

年金資金運用基金の運用資産

 

年  金  積  立  金

財政融資資金への預託金
                                約１１２兆円

14年度単年度運用損失
△2兆4,715億円

 13年度末 累積利差損
△3兆 109億円

 14年度単年度   損失合計
　    △3兆 608億円

累積損失合計　　△6兆 717億円

    平成１４年度末運用資産額 ５０．２ 兆円
                        （うち財投債 １８．６兆円）

14年度借入利息等
△5,893億円

○１４年度の年金積立金全体（年金資金運用基金の運用部分と財政
融資資金への預託部分の合計）の運用状況は、２３６０億円、０．１
７％のプラス。

○これは、賃金上昇率（－１．１５％）を１．３４％上回っており、年金財
政上予定していた利回り（０．９６％）と比較して、０．３８％上回ってい
る。
　このため、年金財政に悪影響が及ぶこととはなっていない。

（参考）　平成１５年度第１四半期の年金資金運用
　　　　　基金の運用結果
　　　　　　　プラス　２兆　８５５億円

６　運用実績
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②年金資金運用基金の運用実績の要因分析

総合収益額　２兆　８５５億円（６．２５％）

　　　　　国内債券　　　　　　▲　８００億円

　　　　　 国内株式　　　　１兆１，０７５億円

　外国債券　　　　　　 ２，０４０億円

　 外国株式 ８，５３９億円

　 短期資産　　　　　 　 ０億円

７

2.08%

-6.69%

0.94%

-4.80%

0.00%

-8.46%
-10.00%

-8.00%

-6.00%

-4.00%

-2.00%

0.00%

2.00%

4.00%

国内債券 国内株式 外国債券 外国株式 短期資産 全資産

-0.24%

3.32%

0.61%

2.56%

0.00%

6.25%

-1.00%

0.00%

1.00%

2.00%

3.00%

4.00%

5.00%

6.00%

7.00%

国内債券 国内株式 外国債券 外国株式 短期資産 全資産

総合収益額　▲２兆５，８７７億円（▲８．４６％）

　　　　　国内債券　　　　 ６，３７２億円

　　　　　 国内株式 　▲２兆　 ４５２億円

　外国債券　 　　 ２，８８２億円

　 外国株式　　▲１兆４，６８０億円

　 短期資産 　　　　　　 １億円

（１）１４年度の各資産の収益率への寄与度 （２）１５年度第１四半期の各資産の収益率への寄与度



 
 
 
○ 被保険者、年金受給者等のための保養施設として、旧年金福祉事業団（現：年金資金運用基金）が１３ヶ所設置し、 
地方自治体等に委託して運営。 
○ 平成１３年１２月の特殊法人等整理合理化計画（閣議決定）において、「平成１７年度までに廃止、特に赤字施設 
についてはできるだけ早期に廃止する」とされている。 
○ 公的施設として引き続き活用されるよう、まず施設所在道県等への譲渡について調整し、それが見込めない場合に
は民間への譲渡を進める方針。 
平成１５年１１月末現在、６基地が運営を停止。また、岩沼基地については本年１１月２５日に岩沼市への譲渡契
約が成立し、二本松基地については本年中に地元自治体に譲渡予定。 

大沼基地（５５）
［北海道］ 

田老基地（６０） 
［岩手県］ 

南東北基地（６３）   
［宮城県・岩沼基地］  
［福島県・二本松基地］ 

津南基地（６０） 
［新潟県］ 

中央高原基地（６２）
［岐阜県］     

紀南基地（６１） 
［和歌山県］   

三木基地（５５）
［兵庫県］ 

北九州基地（６１） 
［福岡県・八女基地］ 
［熊本県・久木野基地］

（ ）内は開業年度 
   は運営停止基地 

指宿基地（６０）
［鹿児島県］  

安浦基地（６０）
［広島県］ 

７ 大規模年金保養基地（グリーンピア）
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横浪基地（６２） 
［高知県］ 
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(１ )概要  

○ 昭和４８年度に事業開始。 

○ 平成１３年１２月の特殊法人等整理合理化計画（閣議決定）において、「住宅融資を民間に委ねる等 
の観点から、平成１７年度までに廃止する」とされている。 

 
○ 貸出利率（平成１５年１１月現在） 
   一般貸付金の場合 

   ３５年固定：３．１１％ 

  ２５年固定：２．９７％ 

    二段階金利 当初１０年：２．８１％、１１年目以降：３．３６％ 

○ 貸出限度額 
   一般貸付金の場合 
    被保険者期間３年以上１０年未満  厚生年金：５２０万円  国民年金：２８０万円 
       〃   １０年以上      厚生年金：８００万円  国民年金：４１０万円 

○ 償還期間 ３５年以内 

○ 貸出額累計（平成１４年度末） ２５兆７千億円（４０３万件） 

○ 貸出残高（平成１４年度末）   ６兆３百万円（１０６万件） 

○ 新規貸出（年間）   平成８年度（ピーク時）     平成１４年度 
             ２兆３千億円           ２３６億円 
            （２３万７千件）          （３千件） 

８ 被保険者住宅融資



（２）融資額等の推移
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（参考）年金資金運用基金の概要

○所在地　　　　東京都千代田区霞ヶ関１－４－１　日土地ビル内

○根拠法　　　　年金資金運用基金法（平成１２年法律第１９号）
　　　 　 年金福祉事業団の解散及び業務の承継等に関する法律（平成１２年法律第２０号）

○設立年月日　　平成１３年４月１日 　　

○事業の目的　　厚生労働大臣から寄託された年金資金を基本方針に沿って管理及び運用を行うとと
もに、その収益を国庫納付することにより、厚生年金保険事業及び国民年金事業の
運営の安定に資する。

○組織　　＜役員＞ 理事長(任期４年）、理事(２人・任期２年）、監事(１人・任期２年）
＜職員数＞１４８人（平成１５年度末定員）　　　　

○事業の概要　 ①厚生労働大臣から寄託を受けた年金資金の管理運用
　　　　　　　 ②年金福祉事業団から承継した運用資金の管理運用
　　　　　　　 ③保養基地資産の譲渡及びそれまでの間の運営管理
　　　　　　　 ④年金住宅融資
　　　　　　　 ⑤教育資金貸付のあっせん

　
○事業計画の概要（平成１５年度予算） 　　　　　　　　
　　　　　　　 ・年金特別会計からの寄託額　　　 　１９．５兆円（市場投入額　１２．１兆円）　
　　　　　 ・年金住宅貸付の資金計画額　　 １，１７６億円　　　　　　
　　　　　 ・年金特別会計からの交付金・出資金 　６０７億円
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